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上場企業に対する減税 – 要件の緩和

従来、上場企業に対する法人税引き下げの要件として、企業の払込済株式を保管決済機関（すなわち、

インドネシア中央証券預託機関、インドネシア語では「PT Kustodian Sentral Efek Indonesia （KSEI）」）

にて共同管理することが求められていましたが、インドネシア政府は当該要件の撤廃を決定しました。こ

の決定では政府による規制緩和の方針が反映されており、インドネシア証券取引所（以下「IDX」）におけ

る企業の上場を後押しし、一般投資家による上場企業株式の保有比率を高めることが意図されています。

当該決定を受け、2015 年 8 月 4 日付けの政府規則 No.56/2015（以下「GR 第 56 号」）の公布により、上

場企業に対する現行の 5%の法人税減税措置が改正されます。具体的には以下の 2 つの要件が満たさ

れる必要があります。

• 払込済株式の少なくとも 40%が IDX にて上場されていること

• 一般投資家は少なくとも 300 人の個人により構成され、各人が払込済株式の 5%未満を保有している

こと

上記の 2 つの要件は課税年度において少なくとも 183 日間満たされる必要があります。

GR 第 56 号は 2015 年 8 月 4 日に効力を生じました。2015 課税年度の終了までに、上場企業では上記

の 2 つの要件が満たされているか自社の状況を精査する必要があるでしょう。

老齢給付の早期受給に関するアップデート

定年退職前の老齢給付に係る早期受給規定（最低でも 10 年間の加入期間を経た場合にのみ適用）に対する

世論の批判を受け、インドネシア政府は 2015 年 8 月 12 日付けの政府規則 No.60/2015（GR 第 60 号）およ

び 2015 年 8 月 19 日付けの労働大臣規則 No.19/2015（PER 第 19 号）の公布を通じ、政府規則 No.

46/2015（GR 第 46 号）第 26 条の改正を決定しました。具体的な改正点は以下の通りです。
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老齢給付は、加入者が以下のいずれかの条件に該当する場合に支払われる。

a) 年金受給資格年齢に達した場合、

b) 恒久的障害を負った場合、または

c) 死亡した場合

PER 第 19 号では、加入者が以下のいずれかの状況に該当すれば年金受給資格年齢に達したとみなされることが規定さ

れ、「年金受給資格年齢」の範囲が拡大される。

a) 退職、

b) 解雇、または

c) 恒久的な国外居住

上記に該当する加入者は、会社による退職の承認日または解雇日から、1 ヶ月後に受給資格が認められた老齢給付を受

け取ることができます。

上記の国際税務アップデートに関してご質問等ございましたら、PwC の御社担当者までお気軽にご連絡ください。
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